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(2)税法審査委員会の審査
１明治39年５月17曰，税法審査委員会は第１回が開催され，同年12月２２
日に開催された第54回をもって，その調査を終えた。前号228頁に示したよ
うに，「北海道タイムス」でも，曰露戦後の税制改正論議は盛んに報道され
ており，社会の関心は高かった。
税法審査委員会の検討は，「税法審査委員会審査報告」（明治39年12月2４
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（１）
曰）の中に，まとめられている。第１回の時になされた大臣訓示に示されて
いるように，税法の各種にわたり広く財政経済の両面よりその利害得失を研
究し，財政上の要求を欠かない程度に於て経済上の障害を除き，国庫の充実
と産業の発達を並立させつつ，租税負担の衡平の保持と産業発達の両立をも
ねらっている。したがって，この報告の中にとりあげられたやりとりは，現
在でも十分に通用する。
この報告にとりあげられた項目は，地租（地価の修正を含む｡)，所得税，
営業税，酒税（酒類専売を含む｡)，醤油税，砂糖税，織物消費税，売薬税，
鉱業税（鉱産税・採掘鉱区税・試掘鉱区税・砂金採取地税)，取引所税，登
録税，印紙税，通行税（石油動力に依る船車の乗客に通行税を課することの
可否を含む｡)，狩猟免許税，骨牌税，訴訟用印紙，相続税，関税及噸税，塩
専売・樟脳専売・煙草専売という国税の全てをとりあげ，地方税制限も言及
している。
さらに，新税として，家屋税・壮丁税・酢税・石油消費税・不動産税を検
討している。このほか，前述のように酒類専売・砂糖専売も検討されている
し，燐寸消費税・茶消費税・紙消費税も検討されており，全ての問題点を網
羅している。
このうち，家屋税は賃貸価格（５円未満の家屋には課さず｡）の10分の１
の割合で課そうとするものである。
壮丁税（別名兵役税）は，徴兵適齢に達し現役に服せざる男子に３年間毎
年３円課そうとするものであるが，今後も折にふれ出現することになる。兵
（２）
役税については，「｣上海タイムス」も二回にわたって採りあげ，内心を示し
ている。これによれば，兵役合格者20万人のうち，１５万人が入営するので，
兵役税の対象は予備後役５万人にすぎず，税収もないし，国民に対し最も不
公平な微税法であるし，実際においても負担しうべきものでもなく，むしろ
人頭税を新設し，それ以上の収入をあげた方がよいと反対している（もっと
（３）
も，下し幌税務監督局は賛成のようである)。税法審査委員会も，家屋税，壮
丁税・酢税・石油消費税とも理論上不可ではないが，代替として塩専売や通
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行税を廃止しえず，また零砕なる新税であるからそれらの税に代替しえない
として，壮丁税を提案しないとしている。国民の意識を示している表現であ
る。税法審査会報告も将来，新税を必要とする場合には選択に値するものと
認めている。現に，石油消費税・燃寸税・家屋税は後世において実現するわ
けで，露払いの役目を果たしたといってよい。
税法審査委員会の報告のうち，地租に関しては「宅地地価修正」とともに，
また，塩専売については「塩業整理」とともに，述べることとし，ここでは，
その余の税目について検討することとする。
２所得税について，まず，二次にわたる増税により定率の約２倍半の税
額を徴収していることから，国民が所得税を負担しうるかが問題とされた。
現行定率の２倍を収入するよう税率を改正して負担を軽減するという意見が
だされたが，租税負担の軽くないことは認められたものの，租税負担の軽重
は単に税率の高低で比較することはできず，現行税率が如何なる点で権衡も
失するのかを調査すべきであること，少額所得者に重く且つ勤労から生ずる
所得に重いことなどが指摘されている。
④資産により生ずる所⑮と⑤勤労より生ずる所得と⑮資産勤労の共働より
生ずる所得とを区別して税金の負担に差をつけることとし，所得の種類に従
い各異なる乗率を生ぜたる金額をもって課税価格となすこと，⑬の乗率は１０
分の10,＠は10分の６，⑮は10分の８とすること，300円未満の課税価格の
者には課税しないこと，法人に対する課税は継続すること（法人の内，社員
21人以上と20人以下とに依り甲乙に区分し，甲には比例率を課し，乙には第
３種所得と同一又は元に近い累進率を課すること｡)，公（国）債利子の取扱
いは継続するが社債の利子については第３種の所得と権衡を保たしめること
とされた（国債以外の公債及社債の利子については国債より高める)。預貯
金の利子については，いったん第２種所得に編入することとされたが，結局，
実際に適さないということで撤回された。
第３種所得について，総収入金額より排除すべき必要経費の歩合を一定と
すべきでないこと，超過累進を適用すること，公平を保つため累進率を適用
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すべき階級を増加すること，課税最低限を引き上げることは引きあげによる
収入減をまかなうため増税をすることになり却って不公平となること，課税
最低限を引きあげないこと，個人営業の固定資本減価償却費を所得より控除
することとされた。また，住居者の所有に係る家宅の賃貸価格を所得に加算
することと，いったん決ったものの実行上困難であるとされた（現代の帰属
（４）
所得の議論と同様である)。これらの議論では現代でも通じるものｶﾇある。
法人税の性格に関する実在説・擬制説の論議も既にこの当時存在しているこ
とが明らかである。
所得税に関し，札幌税務監督局は，300円の所得は極めて少額にして是に
課税すろは酷に失するとしている（もっとも，累進度を高めるべきであると
する｡)，「北海タイムス」も，500円を最低所得となすも且つ低きに失するし，
200円に引下げれば脱税者が続々輩出し税務行政は煩雑になるだろうとする。
また，勤労より生ずる所得と資産より生ずる所得とを区別することは，学者
の理論によるものと考えられるが，公平を貫くために所得を多くの種類にわ
けることを招くとともに，実施上も疑義を生ずるし，資産所得に対し所得税
以外の税を招くことになるとする。さらに，法人の所得に所得税を賦課する
ことは，法人より分配される個人の所得は所得の源泉において所得税を賦課
（５）
されることになり，第三種所得とのバランスを失するともいう。「｣上海タイ
ムス」の「税制改正談」の発言者は，擬制説にたつもののようである。
（６）
３所得税と同じく営業税についても，その負担力ｉ重くなっており，殖産
興業を妨げる虞れがあるので定率の二倍を収入する目的で税率を改正すべき
であるとの主張が出されている。委員会では，全国の各都市について，農業，
（７）
商業に区月Ｉして収益と租税負担の割合を調査している。それによれば，農業
の全国平均は収益の28％（北海道は12.6％)，商業は14％（北海道は9.9％）
であり，過重でないとしている。
その結果，課税すべき営業の種目，課税標準の適否及税の権衡を中心とし
て検討された。その結果，最近発達してきた信託業（他人の信託により自己
の名を以て財産の管理処分をなすを業とするもの）を新規課税事業とするこ
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とになったし，船渠業は製造業又は貨物陸揚業として課税することになった。
そのほか，課税標準や税率について各業種にわたって検討されている。
札幌税務監督局は，卸と小売の区別は実際にはなし難いのでこの区別を廃
（８）
止すべきであるとしているようである。この点については，」上海道の有力者
（９）
も賛成しているが，現実には委員会は認めなかったのである。これに対し，
商業会議所連合会の議論では，もっとも「北海タイムス」にも，そうした動
（10）
きについての報道があるが，地租にくらべて熱ノロではない。
４酒税に関しては，造石税主義（現行）をとるか，庫出税主義をとるか，
あるいは専売制をとるか検討がなされている。
専売については，具体的な試算がなされたが，清酒は保存困難で専売に適
しないし，酒税の改良を阻害する虞れもあるし，さらには多額の歳入を増加
する見込が確実でないことから，断念している。
また，庫出課税論者と造石課税論者との間で熱心な論争が行われている。
そして，庫出課税は主義として是認すべきであるが，現実として①製造場の
設備が庫出課税に適しないこと，◎徴税費がかかること，Ｏ担保物の利子が
かかり造石高が減ること，ｅ欠減石数が増加し国庫の収入が減ずることから，
庫出課税を断念している。収入の点については定率分と非常特別分とを合わ
せて徴収する（＝減税しない｡）こととしたり，沖縄県や小笠原や伊豆七島
にも酒造税を適用し，さらには，密造の取締りの強化などが唱われており，
現税収の維持という面がつよくなっている。
５そのほか醤油税は，塩専売との関係上，最近に於て適当に整理されて
いるとして改正が見送られた。
（11）
醤油税とならんで，生活必需品の課税として評半Ｉの悪かった織物消費税に
ついて，各国とも生活必需品であっても課税していること，これにかわる財
源がないこと，物議は徴税手段の煩雑にあることを口実に，全廃論を否認し
ている。
税法審査委員会での論議は，いかなる課税方法を採用すれば公平に便利に
織物消費税の徴収の目的を達しうるかに集中した（このことは他の消費課税
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についても同様である｡)。結局，毛織物以外の織物の印紙貼用制が廃止され，
毛織物のように引取課税制がとられるとともに，大部分の織物は原則従量税
とされた（ただし，毛織物は従価一割)。また，自家用の織物には免税措置
がとられることになった。これらの事項は，織物消費税法案となっている。
（12）
しかし，商業会議所連合会が織物消費税に痛烈に反対しており，その他にも，
痛烈な反対があった。しかし，北海道では，商業会議所連合会の動きを簡単
に報ずるのみであり，あまり関心をひかなかったようである。
６税法審査委員会は，多くの税目について，増減額を減算している。そ
れによれば，増税になるのは地租・酒造税と錬乳原料砂糖税のみであり，ト
ータルでも減税となっている。所得税も減税であり，国民から評判がよくな
かった営業税及織物消費税（いずれも商業会議所連合会から痛烈な改正要求
を受けている｡）は，項目的にも多種多様なものとなっている。同様に，通
行税も，存廃だけでなく，石油動力に依る船車の乗客に通行税を課すること
の可否，長距離通行の扱い，学生や勤労者への扱いという交通機関の変化や
乗客の変化をも扱ったものとなっており，大蔵省の熱意を十分にうかがうこ
とができる（表１参照)。
しかし，大蔵省の熱意にかかわらず，新聞に税制整理が途中から，あまり
登場しなくなっている。一因としては，減税が大きくなるばかりで今後の財
政運営に対応しきれないのではないかという政府側の心配もあるであろう。
他方では，鉄道国有化法が39年３月に公布され，４０年10月にかけて全国（朝
鮮を含む）の主要鉄道が国有化された。北海道でも，３９年10月に北炭所属の
全線が，また，４０年７月には北海道鉄道の小樽函館間が，それぞれ国有化さ
（12の２）
れた゜)。また，明治39年３月には半官半民の報徳会が設立されるなど，戦後
の新しい政治・経済社会の仕組みがかわりつつあるときであり，国民として
もその方に関心がうつっていたと考えられる。そこで，大蔵省も，政界も，
税制改正を急ぐことにならなかったと考えられる。
（３）税法整理審査会の審査
１税法審査委員会の報告があったあと，明治40年の税制改正は，それを
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受けてやるには，審査委員会の報告は重すぎた。なによりも，軍備の補充，
戦時公債の償還，軍人の恩給や年金等の経常費の増加を来したにもかかわら
ず，償金が入らず，明治39年法律第７号をもって非常特別税法が継続施行せ
られたことは重大であった。とても，減税を行う余裕はなかった。
しかし，政府は，整理の慎重を期するため，第23回帝国議会に法律案（税
法審査委員会はすでに18の法律案を用意していた｡）の提出を見合せた。
これに対し，小切手に対する非常特別税を廃止する法律案が議員提出でな
された。提案説明にたった佐竹作太郎は，非常特別税として課税されたのは
万止むをえないが，今後存続するときは，戦後経済発展の途に応ずるには不
都合であるから，小切手を免除すると同時に，約束手形の税率を若干あげよう
(約束手形の増税も普通証書の印紙税に比較すれば決して増率にはならぬ｡）
（13）
といっている。政府は，「一団ニシテ全体ヲ見渡シテ整理スノレト云フノデ，
今回ノ議会ニハ整理案ハ出シマサヌガ，此次ニハ之ヲ~括シテ整理ノコトヲ
致スト云フコトニナッテ居りマス，然ルー其一部分ヲ整理致サレマスト云フ
ト，若シ全体ノ整理カラ或ハ此点二影響セナケレバナラヌコトガアッテモ，
其事ガ出来ヌコトニナリマスカラ，唯今ノトコロデハ本案二同意ヲ致シ兼ネ
ル」と異議を述べている。もっとも，政府としても融通上に至大なる不利不
便を与えて居ることは承知しているようである。この後，衆議院では直ちに
（14）
第二読会にうつり可決され，貴族院でも通過した。「明治大正財政史」も，
｢小切手及約束手形以外の証書・帳簿に対する整理に関する部分を除けば，
前述税法審査委員会の整理案と全く同一のものなりとす｡」としており，整
理案の一部実現と理解しているようである。
２印紙税法一部改正法案が，明治40年３月29曰に公布（法律第27号）さ
（15）
れたが，大蔵大臣は，その同曰，「税法整理案審査会規ＨＩ」を定め，世に公
けにした。それによれば，「税法整理案審査会」が大蔵省に設置されるが，
｢税法審査委員会ノ報告二係ル税法整理案審査ノ為」に置かれていることが
第一条に宣言されている。そして，税法整理案審査委員は，内閣及外務省，
内務省，大蔵省，司法省，農商務省の高等官，貴族院議員，衆議院議員（学
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１２５
識経験者も）で構成されている。
税法整理案審査会では，「現行税法中負捲ノ権衡ヲ失スルモノ又ハ徴税ノ
簡便ヲ鉄クモノ其ノ他改善ヲ要スヘキモノニ對シテ整理ヲ為サントスルモノ
ヲ以テ現下二行フヘキ最モ穏当ナル整理法案ナリト認メ」之を原案として審
査しているが，原案の審査にとどまらず，税法審査委員会の審議に上った問
題は勿論，審議に上らなかったものでも，財政上又は経済上研究を要すべき
問題についてはその利害得失を論じている。そして，第一次会においては，
原案の利害得失を討議して可否を決し，第二次会においては決議した各種の
租税をふえんして彼比の技術を使用して修正法案を検討している。
こうした審理は，４月４日から週２回開かれ，７月５日に報告を終了した
もので，税法審査委員会といわば－体をなすものといってよい。その意味で，
｢税法整理案審査要録」も現代において十分に通用するものである。
３大蔵大臣は，開会にあたり，大要，次のような趣旨の演説を行ってい
る。すなわち，税法の整理は事柄上重大であり，その関係する所が広汎であ
るので筍も遺漏なからしむることを期するため朝野の学識経験者に税法審査
委員会の整理案に就き審査を請わんとする。腹蔵なく其の利害得失を討究す
ることを願う。そもそも，税法整理の目的は，負担の衡平と徴税の簡便とを
図ろと同時に国庫の充実と歳計の葦固とを期することであり，換言すれば，
国民経済の発達を妨げないとともに国家財政の要求を欠かさないようにする
ことである故に，歳入の総額に減収を来すような案件を避けるべきである。
国家の財政の前途を思案すれば，歳計の膨張は内外の情勢に照らし必須であ
り，財源の酒養留保は最も緊要である。税法整理案は次期議会に提出しよう
とするものであるから，なるべく早く成案を得る必要があるとする。
すなわち，税法整理は極めて重大であるから学識経験者に審査を請うもの
であるが，審査にあたっては，国庫の充実と歳計の董固とを期し，財源の酒
養と留保に留意してほしいというものである。財源確保の要請が強いという
ことになると思われる。しかし，明治40年度の歳入予算額に比し約二百万円
の減少をみることになってしまったのである。
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税法整理案審査会では，地租・所得税・営業税・織物消費税・通行税．相
続税・塩専売・酒税・醤油税・砂糖税・売薬税・鉱業税・登録税・取引所税
・狩猟免許税・印紙税及訴訟用印税・その他の国税・専売・地方税制限につ
いて検討されたが，審査要録でみる限り，営業税・所得税・地租で半分をし
め，さらに織物消費税・酒税を含めると７割をしめる。このことは，この５
税目が，重要な審議項目であったことをしめしている。
ここでは，「税法整理案審査会報告」にならい，地租及塩専売は後記にゆ
ずり，その他の項目について検討する。
税法審査委員会の動きが新聞等で盛んに報告されていたのに比し，税法整
理案審査会は，前年に比し報道されていない。その原因としては，①明治４０
年１月21曰には日露戦争後の恐慌の発端となった東京株式市場の暴落があり，
（16）
財界の救済が問題となったこと，◎韓国が７月下旬に統監のｊ旨導下に入った
ものの，人民の抵抗もあり，朝鮮半島の情勢が騒然となったこと，040年１１
月20曰から41年６月にかけ京浜阪神地方を中心に50余の中小銀行で支払停止
（17）
や取付が続出し，その結果，北海道にも影響が及んだこと，ｅ足尾銅山・ＢＩ
子銅山・夕張第１鉱・北炭夕張鉱などでストライキが続発し，石狩炭田も動
（18）
揺していたこと，①森林法が改正され，」上海道の国有林を対象に森林整理を
行うことになり，その結果として，貸付地内立木処分が有償となり，北海道
（19）
の林野行政ｶｺﾞ大問題となったこと，があげられる。さらにＯ北海道庁長官園
田安賢時代の土地払下げについて，３９年２月衆議院で中西文三郎議員から質
問があったのを機に，政治問題化し，長官は讃責処分を受け，明治39年12月
には免官となった。園田長官は，当時の10年計画が日露戦争に遭遇して経費
が縮少されたことから新計画をたてようとしていた（明治39年６月頃にはほ
（20）
ぼ成案ができていた｡)。新しい河島淳長官に新計画が引継がれたが，明治４０
年度予算の審議（既に衆議院は通過｡）において，貴族院予算委員会は，釧
路・留萌２港の修築費（事業公債の償却は森林収入をあてる予定｡）を削除
したが，その理由は，森林収入が不確実である中で，それを財源として修築
をすすめれば中途蹉跣を招くので十分検討すべきであるとするもので，現状
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１２７
（21）
維持に必要な費用のみ認めるものであった。この背景には，増毛港の修築，
小樽防波堤問題，増毛鉄道の工事くりあげなど多くの要求があり，北海道の
中で各派が上京運動をくり広げる一方，原内相の郡制廃止への反発，留萌炭
（22）
鉱株式会社の解散などがからんでいた。この状況下では，税制改正に関｣､が
高まりようがなかったのである。
４所得税に関する整理案については，改正条項が最も多く，各委員の質
問や修正意見が多かったことは，「税法整理案審査会審査要録」に明らかで
（23）
ある。
まず，⑦分類所得税のほか会社に営業税を課するか（現行)，、分類所得
税を廃し，会社には会社税を，商工業者・農業には資本利子税及び利子源泉
課税を，個人には総括して課税するかの間で論議が行われ，前者が維持され
た。
第一種法人の所得をいかなる性質によって区分して課税するかについては，
結局，２１人以上の株主及社員を有する株式会社及株式合資会社を甲となし，
その他のものを乙とすることが維持された。税率については，第１種甲の税
率を千分の6５（現行62.5）とする当初案に対し，７５又は80に引上げる案が提
出されたのを受けて75とする協議案が出された。この協議案に対しても異論
(100,100以上，５０から100までの千段階とする３説）があり，結局75に落着
いた。これらの中で第１種乙の所得についても同様の論議が行われたことは，
後世にも続く閉鎖法人の扱いについての論争の始めである。
第２種所得の税率について，原案は国債の利子については1000分の2５（現
行）とし，その他の公債・社債の利子については1000分の5０（ただし，明治
37年以降政府の発行した公債の利子については免税継続）としたが，他と不
公平であるとの異論が出たので，結局，国債利子はすべて免税となった。多
額の公債を有し之が整理を必要とするときにおいて公債価格の維持に影響す
ることを避けるべきであり，そもそも課税額も少いとする意見が通ったこと
になる。これは，後世の景気対策と一脈を通じる議論でもある。
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第３種所得について，原案は所得の種類に依り負担の差を設ける立場にた
ち，資産所得の全額に課税するものの，勤労所得はその７割，資産勤労共働
所得はその８割５分を課税しようとしていた。税法整理案審査会では，３分
類を廃止する案と，勤労所得とその他の所得に二分類する案とが出され，結
局は三分類案が維持されたが，課税最低限を原案（すなわち現行）の300円
から400円に引上げることになった。
第３種所得の階級を22級に分ち，最高を10万円を超える金額に止め，これ
に超過累進率を配し10万円を超える金額の税率を1000分の340としていたが，
10万円以上10万円毎にも階級を設け，５０万円を超える金額に至って止め，
1000分の340より1000分の20又は25の累進税率をあてるとの案が出され大論
争になった。特別委員は原案のごとく階級を10万円を金額に止め税率も1000
分の300に止めることにしたが，税率について異論が出され，論争の結果一
次会では原案が維持されたが，二次会では修正案のとおりとなった。これら
の論争は，個人の所得について課税をいかに及ぼすかという意味で，現代で
も通じるものが感じられる。
５商業会議所連合会などが盛んに述べた営業税について，税法整理案審
（24）
査会でも盛んに論議した。その過程で，盛んに特51委員会が開かれたが，そ
の論点は外形標準課税からくる問題点が多かった。営業税については，①出
版業にも課税することになったし，賃仕事に属する行為は請負業として課税
することになり，、会社の資本金額に社債・借入金・預金を算入するとの原
案が否認され，Ｏ間接に営業に使用する土地・建物に就ても営業用のものと
して建物賃貸価格が計算され，ｅそのほか数点について，税率が変更された
だけで，税法審査委員会の案に比して差異は少かつた。
酒税については，①沖縄県・小笠原島・伊豆七島に内地酒造税の半額を課
する案は３分の１を課することになり，◎沖縄県酒類出港税率も内地酒造税
（25）
率の３分の２とされﾌﾟこほかは，税法整理案審査会の報告が是認された。さら
に，麦酒税が増税されることになっている。
戦時三大悪税の一つとして全廃を主張する者の多かった織物消費税につい
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１２９
（26）
ては，税法審査委員会でも盛んに論議されたｶﾒ，税法整理案審査会でも盛ん
（27）
に論議された。税法整理案審査会では，多少批難を免れざれものあるにせよ
今日において之を廃止するのは財政が許さない（千五百万余円の収入）とし
て存続が決定した。ついで，原案では従価税を改め従量税とするものであっ
たが，税法整理案審査会では従価・従量税制について大論争が行われたが，
従価税維持論は一名にとどまった。そのため，審査会では従量税を採用する
ことになったものの，委員の多数の意見は，織物消費税は財政上の必要によ
り存続させ，施行の慣熟を期するのが可であり，従価税の施行が漸く慣熟し
たる時にあたり経験なき従量税に改めるのは，批難の多い織物消費税に新た
な批難を加える虞れがあり，従量税の可否は広く之を一般の研究に委ね徐々
に計画するのが隠当であるとした。結局，織物消費税の徴収は，従前通りの
方法により，かつ，その税率はすべて従価１割を徴収することに決したので
ある。その他，綿織物非課税や織物の種類により税率の差等を設ける説もだ
されたが，否決されている。
織物消費税とならんで三大悪税の一つとされ，その全廃を唱える者の多か
（28）
った通行税について，税法審査委員会は慎重に審議をしたことは前述した。
税法審査委員会は，市内の交通に多少の影響を及ぼしたことは認めつつ，負
担の苦痛が軽微で徴収簡便でもあり，数百万円の財源を得つつ交通機関の発
達と共に弾力性をおびるものであり，他の財源の発見は困難であるとして，
改正を行ったうえで存続を認めたのである。これに対して，税法整理案審査
会は，‘慎重に審議された結果，原案から現行法に復帰するものが多くなって
（29）
いる。原案で残ったの(よ，①200哩里（又は200海里）以上の２段階課税，Ｏ
乗船車賃金１銭以下の免税，Ｏ鉄道軍事供用令による乗車の免税にすぎない。
その結果，通行税は明治40年度予算より増収となった。通行税についても，
北海道の新聞は取り扱っていない。
通行税と異って，北海道で関心をもたれたのが砂糖消費税である。北海道
にはビートがあり，てんさい糖と競合する部分があること，さらに，台湾領
有による砂糖移入増があったからであるが，戻税及び国内産地との競合をめ
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ぐりいろいろと政治問題化する税であった点も否定できない。税法審査委員
会では，主要製糖会社が限定され，官営に移す必要もなく，財源にもならな
いとして砂糖専売を否定したうえで，定率と非常特別税による増徴率を合せ
（30）（31）
た上で改正税率とした。税法整理案審査会では，この原案を是認しており，
｢審査要録」も半頁しか記載がない。
６税法審査委員会では相続税について，将来永久の制度となすことは予
定されており，性質上一時限の施行に止むべきものに非ず，また相続税の大
体については批難すべきものでないとしたが，税法整理案審査会では，改正
（32）
をすべきものｶﾇあるとした。
まず，相続税法が「公共団体又ハ慈善事業二対シ為シタル贈興及遺贈ハ課
税価格二算入セス」と規定しているが，一般の公益事業に対し為したる贈与
及遺贈に付ては課税価格より除算することを許さないことは，そうしたもの
に対する寄付をおさえ，脱税の虞れのないものまで課税するもので，かえっ
て，制度の趣旨に反するとして，「慈善事業」とあるのを「慈善その他公益
事業」と改めるべきだとの意見がだされた。付託された特別委員は，「慈善
事業」を「祭祀，宗教，慈善，学術，技芸の他公益に関する社団若は財団」
と改めようとの案をだしたが，この案に対し討論の結果，「公共団体又ハ慈
善其ノ他公益事業二対シ為シタル贈与及遺贈ハ課税価格二算入セス」と改め
ることになった。このやりとりは，慈善又は公益事業を通ずる租税回避を論
（33）
じたものである。また，相続開始前１年間に為したる1曽与の価額を相続財産
の価額に加算するか否かの論議も行われた。
税率について，家督相続に対する税率は重すぎるので引きさげるべきだと
の意見がだされ，特別委員に付託された。特別委員は，家督相続は少し引き
下げるとしても，欠損が生じるし他国に比べて高くはないとした。これに対
し，相対的減税や絶対的減税が強く主張され，再度，特別委員会に付託され
ることになる。再度の特別委員会は，家督相続における税率の累進は現行の
如く1o0万円に止め，遺産相続の税率は現行どおりとし，反対があったもの
の－次会の決議となった。これに対しても論議が再熱したが，結局，承認さ
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１３１
（34）
れた。このことは相続税の累進度をどう考えるｶｺ，家督相続と遺産相続をど
う区別するのかということにかかることになり，再度，論議がくりかえされ
ることになる。
このほか，相続再開始の場合の扱い（｢審査要録」によれば「先人死シテ
墳土未夕乾カサルニ後継復夕続テ逝キ不幸頻二至り働突ノ声家二満ツル時｣）
や年賦延納の問題もとりあげられている。いずれも，現代の相続税法でも何
らかの措置がなされている問題である。
（４）宅地地価修正
①税収の状況と地租の状況
地租改正以来，国税収入の基幹を占め続けてきたのが地租であったことは
言うまでもない。しかし，地租はそれほど増加することなく（課税すべき土
地が増えない限り，税率引上げによるしか収入は増えないが，税率引上げは
難しいので，当然の現象である｡）推移したが，一方では，徴税しやすい酒
税が増加していった。ついには，明治32年度には酒税が地租を上回り，３６年
まで地租は第２位となった。
３７年の非常特別税法による増税により，再たび地租が酒税を上回ることに
なった。地租は，明治37年度には36年度の収入の1.3倍の収入をあげ地租納
税義務者の負担は急増したわけである。この間の酒税は1.1倍にしかなって
いなかったにもかかわらずである。曰露戦争が終了した翌年の39年は36年の
収入に対し地租は1.8倍，酒税は1.34倍になっていた。そこで，地租負担者
の方から引下げの要望が他にも増して強くなっていた。（別表２)。
その間北海道では，地租条例が施行されているし，屯田兵土地給与規則が
廃止され，他方では39年３月16日には道庁長官園田安賢らが，官有地払下げ
に関し諸責処分を受けたのである。これらの事実がさらに地主の負担に対す
る関心を高めることになったのである。（北海道だけで，地租の納税人員が
35年から36年にかけて約７分の１も増加していた｡）
②税法審査委員会での地租論議
委員会は，まず各個人における現実のものを課税標準とすることは調査不
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可能であるし，却って課税の不公平を来すとして，評定によることとした。
ついで毎年更定することは実行上すこぶる困難であり，毎年更定しても得る
実益は軽微にして害を償うに足りず，若しくは経済事実の変遷しない年間は
継続適用するのがよいとする。そして，純益課税に論拠を置く売買価格課税
法に対しても土地の売買価格は土地の純益に比例して決定するものでないと
考えている。同様に，小作料に土地の純益を常に代表するものでないともい
う。そして，台帳に登録せられたる地租課税の基礎が現実と時を経るに従っ
て遠ざかれる欠点は，必要に応じて改正をすることとした。ここから，地価
修正の必要‘性が導かれている。
委員が調べた地価に対する時価の割合は，田は全国平均3.2倍，畑は4.9倍
（35）
でいずれも｣上海道が最低であるが，相当な数を示している。ただし，宅地に
ついては全国平均に近い値を示している。しかし，宅地以外の田畑その他の
土地の地価修正も行うべきだとの考えが示されたが否決されている。
そして，宅地の地価修正にあたっては，修正価格を標準とし，その修正地
価は賃貸価格を標準とし，その賃貸価格の1o倍をもって限度とすることとさ
れた。賃貸価格の10倍をもって修正地価とすることに第２２回議会に政府が提
出したものであり，税収も現在と大差なく，また元本価格すなわち地価は賃
貸価格の10倍に相当しているとの見解が指示された。ただし，修正地価が賃
貸価格の10倍とすることは絶対的なものではなく，討議の結果，賃貸価格の
10倍が現在地価の20倍を超えるものについては現在地価の20倍を以て修正地
価とした。このことは，公平負担の見地から問題となった事例が相当あった
ことを示している。
また，郡村宅地といっても盛衰が市街宅地に異ならないものもあるし，市
街宅地と郡村宅地との間に組み替えをすることも妥当でなく，地租負担の公
平を異にすることは妥当でないとした。このことは，北海道にとってはきつ
（36）
いものがある。当時，北海道で市街宅地に編入されていたのはﾉj､樽・函館・
札幌の三区と根室・江差・福山（松前の市街地）の－部であったが，それと
て，本州各府県との差が大きいことは事実だったからである。そこで，有志
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１３３
による地価修正調査会が発足し，その活動状況が報道されていた。
税率について，士地の収益と地主の負担との間に均衡を保つため地価を修
正する以上，定年に戻るのが相当であり，地主の収益は年６分の利率に相当
し，市場金利に然し中庸なものであるということで一致し２分５厘となった。
しかし，北海道及び沖縄県の宅地については，論議がなされた。
北海道の宅地については，前述のように拓殖植民の奨励上低率であったが，
非常特別税は内地北海道共に同様の増徴をしてきたため，非常に急激な負担
の増加があったことは事実である。これに対し，北海道の税率を内地並とす
ることは一躍50倍にもなるものも生ずるし，北海道は金利高く賃貸価格がも
ともと高いゆえに，地価も高くなるとし，北海道は経済上社会上の内容が内
地と異なるのみでなく，拓地植民の奨励上保護する必要があり，100分の１
の低率に維持すべきであるとの意見が出された。この考え方は，まさに北海
（37）
道の意見である。
この意見に対し，多くの意見は，現在宅地の半数以上のものは地租・地方
税を免ぜられ地租の財源をうけるものは20カ年の免年期満了に至ったもので
宅地の状況に内地の宅地にまさるともおとらないし，負担の急増も非常特別
税の増徴後の負担を基礎として論ずれば内地との差はわずかである。さらに
拓殖奨励上の特殊事由ありとするも負担を減ずる必要はないし，拓殖奨励の
（38）
ためにはＢＩの保護方法があるとして，特別扱いに反対した。この両説は，北
海道の特別扱いをめぐって後世までくりかえされる。これに対し，沖縄県に
ついては，最近の整理により宅地の地価と宅地以外の地価との間で権衡が保
たれており，また両者の間に高低を異にするものがないとして，沖縄県にお
いては，宅地の税率は宅地以外の土地の倍率と同率とされた（なお，滞納旧
租についても免除とされた)。
田畑や山村の増率については，現行税率が維持された。問題は，宅地以外
の北海道の土地であり，内地の税率と同一にすべしとの意見が出されたが，
多数の意見は，宅地の税率を内地と同一にしたのは宅地の地価を修正したか
らであり，宅地以外の土地を内地と同一にするときは，負担の増加が大きす
1３４
ぎるとして，北海道の宅地以外の土地の税率は地価１００分の４の現行を維持
（39）
することになった。
そのほか，市街宅地と郡村宅地との区別は，事務上も無用の手数がかかる
し，納期の関係からも実益なしとし，徴税上・納税上双方の便利を考え，こ
の区別を廃止すべきであるとの意見がいったん多数を占めたものの，第二次
会においては時機を得ないとして現存することになった。
また，北海道にも影響がある問題として，罹災田畑の地租免除の問題があ
る。災害により収穫皆無に帰した田畑の地租について，救済方法がなされて
いた。すなわち，水害によるものは地租の免除を許可し，水害以外の災害に
よるものに対して，地租の延納を許可している。こうした災害に対し多くの
法案が出され，政争となったことも事実で，そこで地租免除の制を廃止し，
すべて地租延納の制となすべきであるとの主張が出たのも当然である。その
論者は，地租改正の根本的精神から免除をなすべきでないし，巨額の欠損を
生む。官民の論争及び免税の乱与を生じたのが事実であり，延納で十分であ
るとするものである。これに対し，延納年限内に於て再び災害に遭い同一田
畑の地租について延納の許可をうけるときは，農民は負担に耐えられなくな
るので，そうした場合，未納にかかる前の延納年賦金は免除が相当であると
する意見も出された。この点については，相当時機をえて法改正をすべきで
（40）
あるとしたｶﾇ，今後，政府・議会，新聞紙上をさわがせることとなった。
③税法整理案審査会での地租論議
税法整理案審査会の地租に関する論議は，やはり地価修正が半分を占めて
（41）
いる。宅地地価修正の必要性を審査会は認めたものの，売買ｶﾇ頻繁に行われ
る地方においては修正する必要がないとする意見が当然提出されたことも事
実である。また，郡村宅地の地価修正は必要がないとする意見も出されたが，
いずれも否定された。
修正地価について，現行の経済状態に照し地主の純益は地価の100分の６
に相当するから賃貸価格の12倍を修正地価とする意見，また，地価修正の目
的を貫徹するためには現在地価の20倍という制限を廃止すべきであるという
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１３５
意見，逆に土地の各種類毎の負担の重さの差から郡村宅地は現在地価の８倍
に留むくしとの意見が出された。いずれも，地価修正の趣旨に鑑み否定され
た。
整理案では，荒地免租年期を有する土地等一定の土地について地価の修正
を行わないこととしていたが，審査会は，地目変換のときは直ちに地価修正
を行うこととし，仮に宅地への変換後５年が経過していなくとも宅地地価修
正を行うことを決めた。また，審査会は，市街宅地と郡村宅地との区分を廃
止し，税率も同一に扱うこととし，北海道の場合は地価の100分の４，その
他の府県の場合は100分の5.5を課することにした（沖縄県の土地も同じ｡)。
市街宅地と郡村宅地の区分が廃止されたのは，外見上の差が少ないのにもか
かわらず，この区分のために徒らに手数を要する実益がなく，将来の必要を
考えても存置する必要がないと，判断されたからである。（北海道の人民か
らみた場合，北海道の市街宅地は本州の郡村宅地並みではないのかという意
（42）
見力iあり，北海道の土地の評価は高すぎるという意識を招いていたことも事
実である｡)。
水害その他の災害により収穫皆無に帰した田畑の地租の救済について，税
法審査委員会は討議したものの，慎重な検討が必要であるとして結論をださ
なかった。これに対して，税法整理案審査会では，すべて地租延納の法によ
ることを認め，前の災害により地租延納の許可を受けた者が延納期間内に再
び災害をうけ同一田畑の地租について延納の許可を受けるに至ったときにの
み例外的に，未納に係る旧の延納年賦金を免除することとした。ただし，こ
れらの措置は，地租条例の改正によって行うのではなく，特別法によるべき
ものとした。災害による地租の被害に対する扱いについては，政治家が活躍
し，行政府も対応や認定に悩んできており，何らかの基準が必要であること
が求められてきたので，ここに一応の基準が打ち出されたことは，意義深い
ものがある。
なお，明治38年末には，楠税務監督局長も，（i)市街宅地と郡村宅地との区
別を存することなく一般に宅地としてその地価を改正すべく，従って，三区
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の如きは，さまで地価の激増を見ることなかるべく，（ii)一方に於て地価の改
正行わるるとともに他方に於て税率の低減あるべく決して戦時税の税率をそ
のまま継続せらるるようなことはなかるべし，（iii)政府より議会に提案せられ
（43）
たる上は相当の委員を設けて調査することとなるべしと述べている。政府と
しても同様の見解をもっており，地価修正は政府としても税収確保以上に解
決すべき問題であったことを，この記事はものがたっている。
④宅地地価修正法案（第一次）
市価宅地地価修正について，納税者も政府も熱心であったことは，いくつ
かのできごとからうかがうことができる。まず，明治38年２月には，「市街
（45）
宅地地価修正に関する建議案」カヌ提出されている。この建議案は，根本正君
外12名から提出されたもので，可決された。この建議は，「租税ハ公平ナラ
サルヘカラス然ルー地租改正以来全国各地市街地地価，変動甚シク之ヲ地券
面ノ地債二比スレハ実二非常ノ相違アルヲ以テ此ノ法定地債ヲ標準トシテ地
租ヲ各市街地二賦課スルハ不公平ノ最大ナルモノトス故二政府ハ速二市街宅
地ノ地債ヲ修正シ三＋九年度ヨリ之力実施ヲ期セラレムコトヲ望ム」とする
もので，地価と時価の差が大きくかけ離れ，租税の負担が不公平であるから
地価を修正せよとするものである。提案者は，同じ市の宅地で地価が坪１円
である土地が，時価148円まで高騰したところと時価１円のままのところが
あるとの例をあげている。この建議案に対し，大蔵大臣は政府も宅地租の修
正が最早必要であろうという考えをもって調査中であるが，議会に出す運び
になっていない，十分早くやりたいと考えていると答弁している。これを，
（45）
新聞仮リ（すなわち地主狽Ⅱ）は「約束」とうけとり，衆議院は可決した。
なお，３９年３月に「地租条例ヲ北海道二施行スル件二関スル法律案」が貴
族院も通過して郡村宅地及市街宅地以外の土地の地租定率は当分100分の１
となるわけで，地租に関する意識は高まろうとしていた。
宅地地価修正についての建議が採択されたのを受けて，宅地地価修正法案
（46）
が，明治39年２月に提出された。宅地地価修正法案は，全22条からなり，大
蔵大臣の提案理由説明は，（i)公平を図るため修正の基礎を１カ年の賃貸価格
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１３７
におき，大体において収入において増減を生ぜしめない。（ii)１カ年の賃貸価
格の10倍を以て地価と定めるが，現在の法定地価と修正による地価との間に
非常なる相違を生じたときは20倍にとどめる。（iii)賃貸価格を算定するのに調
査委員を置く。（iv)北海道の田畑は従来通り100分の１の租率とするが，函館
小樽の市街地のように内地の市街より繁昌するところもあり，北海道の市街
その他の宅地租を内地同様に改めるとしている。この考え方は，税法審査委
員会及び税法整理案審査会における地価修正積極論者の意見と同趣旨である。
この法案は，明治39年２月18曰及び27日に第１読会，３月27曰に第２読会
及び第３読会が開かれ，成立したが，会期末でもあり，貴族院に回ることは
なかった。しかし，衆議院では，（i)法定地価の20倍に限るのは却って不公平
となるのではないか，（ii)調査会の調査期限を定めたのは難しくないと考えた
のではないか，（iii)宅地地価修正における訴願・訴訟を許さないのは何故か，
(iv)宅地地価修正を行ったあと将来大増税を予定しているのではないか，（v)郡
村宅地まで修正をするのは何か。などの質問がなされた。これらの質問は，
後に出された案における質問と似ている。
それをふまえて税法審査委員会は審議したわけであり，税法審査会の宅地
（47）
地価修正法案もこの政府提案法案に大むね沿っている。なお，衆議院では，
宅地賃貸価格の10倍を以て修正地価と為すのは高きに失するとして８倍に引
下げるとともに，賃貸価格の10倍が現在地価の20倍を超えるときは現在地価
の20倍を以て修正地価となさんとする条項は公平を失するとして削除された。
⑤宅地地価修正法案（第二次・第三次）
税法整理案審査会の修正を経た宅地地価修正法案が，他の租税整理案とと
もに，第24回帝国議会（明治40年１２月25曰召集）に一括提出された。このう
ち，酒造税法・酒精及酒精含有飲料税法・麦酒税法・砂糖消費税法の改正案
と石油消費税法案は明治41年２月４日に衆議院を通過した。また，沖縄県及
東京府小笠原島伊豆七島二於ケル酒造税二関スル法律（貴族院が修正した結
果，両院協議会にかかり，その結果合意された両院協議会案が期末に通過す
る｡）及地方税制限二関スル法律案は２月27曰にようやく衆議院を通過した
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が，その他の案件は，第１読会が３月11日に続行され，第２読会に移ること
になっただけである。この日程では，成立することが難しいのも当然である。
（48）
ついに，地租条例改正案と宅地地価修正法案は，３月１日付で撤回された。
両法案の撤回理由について，大蔵大臣は，衆議院の建議に基づいて』慎重な調
査をして提出したものに不完全な点があり，更に調査をすることが求められ
たので再調査を行い提出したのにかかわらず，特別委員会が否決したので撤
回したと答えているのにすぎない。しかし政友会の紛証を鎮圧するため撤回
したものと解する意見が出された。また，加藤政之助代議士は，不完全な改
正案であるから否決すべきで，もっと完全な整理案を議会に提出すべきであ
り，内閣は国民に対し不親切であると熱弁している。ただし，宅地地価修正
に対しては，全体として好意的である意見が大きくなりつつあった。
なお，第24回帝国議会の衆議院特別委員会（地租条例中改正案外29件委員
会）は，１月25日から３月９日まで12回にわたって開催され，議録の筆記も
（49）
相当な頁数にのぼっている。この開催状況は，開催回数の多いグノレープに属
するもので，議会の税制改正に対する関心の高さをものがたっている。しか
し，３回までは総論ともいうべきもので，地租条例は第１０回と第１２回にとり
あげられ，宅地地価修正は第１１回と第１２回に（いずれも第１２回は，総括質疑
ともいうべきもの）とりあげられたにすぎない。第１o回は，総論のくりかえ
しと，地租条例改正案についての政府委員の説明がなされたにすぎない。
第11回では，政府委員の説明がなされたあと，何倍まで引上げればよいの
かという議論や，賃貸価格について今回提出された調査と前回提出した調査
とのズレの是否と補足資料の提出問題が扱われたにすぎない。
明治42年２月の第25回議会には，長晴登君外44名より「地租軽減二関スル
（50）
建議案」が提出された。これは，政府が速に十分詮議し適当なる時機に於て
適当なる額を定め地租を軽減するという主義は一貫して将来の税制整理及財
政整理を行い，地租を軽減するよう求めたものであった。この長晴登君外１１
（51）
名から宅地地価修正法案及地租条例中改正法律案力i提出されている。この案
は，賃貸価格の1o倍を地価とし，現在の地租額を超過しない範囲で之を割り
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１３９
当てるもので地租を２分３厘にしているほか，北海道の19条から20条までの
場合の宅地は当分100の４としているほかは，基本的には政府案と同様であ
る。なお，同議会には，大西五一郎君外４名より地租条例改正案・宅地地価
修正案が提出されているが，賃貸価格の10倍を地価とするのを30倍の制限を
求めるとともに，地価の総額1620万円に対して足に増加して按分を以て賃貸
（52）
価格を減じ地価を増さないというもので，同趣旨と考えられる。大西五一目Ｂ
の調査によれば，－坪当りが最も高い宅地は函館となっている。両案を合体
し（ただし，長案と同じく制限をつけない｡)，３月19日衆議院を通過した。
なお，政府は，前回政府が提出したごとく，宅地の地価を公平に修正すると
同時に宅地価に急激なる変動を生じなように修正をしたいと見解をのべてい
る。
第25回議会では，衆議院は宅地地価修正法を可決したものの，貴族院が上
程したのは明治42年３月22日であった。そして，貴族院は，第１読会を開き
（53）
特ＢＩ委員会に付託されたものの，既に３月25日の会期末を控えており，成立
するには至らなかった。
（54）
第25回議会の成立後の42年11月，税務署数は減少をみた（勅令265.266号
による｡)。明治41年度にようやく所得税の納税者が100万人，法人が１万件
の大台をそれぞれこえたにもかかわらずである。これは，当時財政上の余裕
がなかったため，官吏の俸給は明治31年以来すえおきになっていたが，物価
の高騰が著しく，政府が明治43年の税制整理とあわせて官吏増俸計画を考え
たことによる。しかし，単純な増俸は不可能であり，行政整理とあわせて増
（55）
俸額の大部分をまカユなおうとしたのである。もっとも，議会の反発を招き，
地租税率の引下げを招くことになる。ともかく，この改正により，横浜・神
戸・長崎・金沢・松江の５局を廃止し，税務署も400署に減じた。明治29年
に創設された税務署の中には，この時に廃止された税務署が多い（とくに，
三重県下・兵庫県下・静岡県下の税務署)。しかし，そうした廃止された税
務署が，第二次大戦後に復活したケースもそれなりに散見される。他方，東
京府下では，微増している。が，北海道では，明治42年11月の機構改革は影
１４０
響がなかった。このことも，経済の変化につれて税務署が設置されていくこ
とを示す証といえよう。北海道の開拓は続いており，上陸地調査による移住
農民は明治40年には７万７千人をこえて未曽有の盛況を示す一方で，免租地
も多数存在していた。曰露戦争後の経済拡張の波もあまり及んでいなかった
のである。
職員については，曰露戦争後の非常特別税の存続，明治41年の砂糖消費税
及び酒税の増税，石油消費税の新設，たばこの３割値上げによって，明治４０
年３月，４１年３月と少しづつ全国の職員は増加していたが，先ほどの行政整
理により，４２年11月に1302名も定員が減じられたのである。北海道では，札
幌税務監督局発足時に局署あわせて227人であったが，３７年４月には201人と
減ぜられ，４３年４月には246人と戻ったものの，４４年４月には237人と減ぜら
れていく。その分，都会の人員が増加している。
こうした行政整理によって，４３年には，全官吏を通じて約25％のベースア
ップが行われている。判任官については，１０級15円が25円に，１級75円が９５
円に改正され，６級俸以下の各階級の間も設けられ，１０級俸の下に11級25円
を新設したのである。この当時の税務職員の生活については，内薗惟幾「或
（56）
ﾉﾚ収税官吏ノ曰記一明治40年から大正１２年まで－」により，うかがうこ
とができる。
⑥宅地地価修正法案（第四次）
第26回帝国議会（明治42年１２月22曰召集，４３年３月24日閉院式）に対し，
第25回議会における対応と異なり，第24回帝国議会に提出したのとほぼ同様
な宅地地価修正法案を提出した。提出された法案では，まず，一般の宅地が
修正地価によって一般の宅地が地租を徴収するまでの間に，地租条例により
地価を設定した士地があらわれた場合，更に宅地地価修正法により地価を修
正した類地の比準により地価を修正することにしている。前回の案では規定
がなく修正の都度適用することになり他の類地とのバランスがとれてないこ
ともありえたが，質疑もあり，とりいれたものと考えられる。第２に，地価
の修正について訴願又は訴訟をなすことができるとしたが，納税者の権利を
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１４１
守る意味でも大きな効果をもつ。第３に，宅地地価修正案によって地価の修
正をなさない宅地に対する租率について，田畑その他の地目に対する租率と
同一にすることは，既に宅地となった土地に対しては妥当といい難いものが
あることも事実である。そこで，そのような宅地に対しては，北海道の宅地
は現地価に対する100分の４箇の地租額，府県の宅地においては現地価に対
する100分の５箇半の地租額を，それぞれ１００分の２箇半を以て除したものを
以て地価としている。これによれば，新地価は現在の地価の６割まし（北海
道）または2.2倍（府県）となり，税率をかけると，現地価の2.5％（北海
道）又は5.5％（府県）を納めることになり，前回の政府案より低いはずで
（57）
あり，負担すべきものは，政府案にとどめようと考えているというカゴ，条文
からは判断しにくい。元田肇委員長の委員会結果報告によれば，率について
も激しい討論がなされており，その中で，できる限りの公平なる範囲におい
（58）
て成立させようというものであり，少しでも成立した方ｶﾇよいという答弁か
ら推測するしか方法がない。なお，この中で登場する阿部代議士の発言は，
｢北海タイムス」で盛んにとりあげられている。
貴族院は，回付案に対し，二つの修正を加えた。すなわち，（ｲ)回付案では
郡村宅地の場合，最高税額は現行の地租の２倍半にすぎないのに対し，郡村
宅地は現在地租の６倍（２割５分）になるので，両者を均衡させるため（＝
現在地租の２倍，すなわち２割５分）にあわせるため，郡村宅地について現
在地価の７倍２割，市街宅地に対しては現在地価の18倍をもって，修正の制
限とした。(ﾛ)第２に，地租総額が現在地租総額をこえる場合において修正の
地租総額が現在地租総額をこえないことを明確にしようと，「修正地価総額
及現在地価総額ヲ百分ノー箇半ヲ以テ除シタルモノヲ超ユルトキハ現在地租
総額ヲ百分の二箇半ヲ以テ除シタルモノヲ以テ修正地価総額トシ修正地価二
（59）
按分シテ毎筆ノ地価ヲ定ム」とした。これは，第三次案で修正されたものと
同旨である。
この案は，衆議院も同意し，ついに明治43年３月法律第３号をもって公布
（60）
された。前議会までの議会と政府の対立や政友会同士の争いｶｺﾞ収まった結果
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といえよう。ともかく，永年の課題であった宅地地価修正が成立し，残るは
田畑地価修正となったが，その成立は大正15年３月土地賃貸価格調査法の成
立をまたねばならない。この場合，大正７年より３カ年の継続事業をもって
田畑地価準備調査が行われたが，あたかも本稿の扱う「地価問題」がおきて
いたし，北海道は当時負担の不公平の著しい地域であった。北海道の土地賃
貸価格調査は，難航し，賃貸価格に訴願が２件（全国で13件）提起され，税
務署における賃貸価格調査委員会が閉会したのも札幌局が最も遅かったし，
空知税務署において土地賃貸価格調査委員会が決議未了に終り－部政府の認
めるところに従い決定をなすこともあったのである。その意味でも，宅地賃
貸価格調査につき研究する必要がある。
⑦地租条例の改正
地租条例は，明治17年制定以来部分的改正が行われてきた。税法審査委員
会は，地租について，宅地・田畑・山林について調査を行ったうえ，表４の
とおり決定した。しかし，市街宅地及郡村宅地の区別は激論の結果，存置す
ることとしたことについては，前述した。この結果の案は，第２２回帝国議会
に，宅地地価修正法案を提出するとともに，市制又は区制施行地にして命令
の定むる区域内にある有租地はすべて宅地とし，直ちにその地価の修正を行
おうとする法律案を提出したが，いずれも貴族院の審議に付せられなかった。
税法整理案審査会は，①沖縄県の宅地も内地及北海道に対する税率と同じ
くすること，◎市街宅地と郡村宅地の区別を廃止して単に宅地の一目とする
こと，Ｏ地目変換及地類変換の地価据置期間を廃止し，ただちにその地価を
修正すること，ｅただし開墾地又は開墾に等しき労費を要する地目変換をな
したる土地の税率が，旧地目の税率と同一でないときは，修正地価により地
租を徴収するに至るまで旧地目の税率により地租を徴収することにした。こ
れの内容による法案を政府は第24回帝国議会に提出したが，異論が多く，撤
回される。なお，電気軌道の発達に伴い軌道用地をも免租地とする法律案が
別途提出され，成立している（明治41年法律36号)。
明治41年.４２年の米穀の大豊作による米価下落をうけて地租軽減が見おく
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１４３
られたが，第26回帝国議会には，地租条例改正案が提出された。基本的には，
前回と同旨であるものの，多くの変更がみられる。すなわち，⑦府県社地及
私祭招魂社地を免租とした。明治36年内務省訓令第638号に伴う処置であり，
民有地にするものの免租することにしたわけで，宗教法人に対する特別措置
ともいうことができる。また，私祭招魂社地も官祭と同様に扱うことにしよ
うという。◎地目又は地類の変換及び開墾の場合に地価の修正を行うだけで
なく，開拓鍬下年期明に至ったとき，荒地免租年期明けに至り原地価に復し
難く若しくは他の地目に変じたとき，又は低価年期明に至り原地価に復し難
いときも，地価修正を行ってきたので明記する。Ｏ「有租地」を「地租を課
する土地」に，また「免租地」を「地租を課さざる土地」と改めるとともに，
｢地租を課せざる土地」を「地租を課する土地」にするときは政府に届出さ
せる。ｅ地租の徴収又は免除Iこの始期に関する規定を設ける。④耕地の区画
形状を変更するため開墾に等しい労費を要する場合は耕地整理法にゆだねる。
Ｏ開墾又は変換地目の税率が，旧地目の税率と同一でないときは，旧地目に
対する地租額を開墾又は変換地目をもって除し，これを開墾又は変換地目に
対する地価とし，修正地価により地租を徴収するに至るまで，その地価によ
り開墾又は変換地目に対する税率をもって地租を徴収する。①他の税法にな
らって，収税官吏をして土地の検査をなし，又は納税義務者もしくは所有者
に対し必要事項を尋問する権限を与えた。これらは大事な変更であったが，
衆議院は，なお，財源のゆるせる範囲で減税すべしとして，田畑について
100分の４筒７（北海道は100分の３箇４）を徴収することにした。この修正
は，貴族院も了承し，明治43年３月25日，法律第２号としてようやく成立し
(61）
た。
なお，地租条例施行規則が明治43年12月勅令第444号として，「地租条例施
（62）
行上取扱方」と題する大蔵大臣の内司11が明治43年12月21曰に出されている。
これらをうけて，北海道，鹿児島県大島郡，沖縄県に対し特別の納期を定
めている（明治44年勅令第92号)。北海道の場合，宅地の場合，その年７月
１日より８月31日まで第１期，翌年１月10曰より２月末が第２期，その他の
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土地は，その年10月１日より１１月30曰までが第１期，翌年４月１日より同５
月31日までが第２期として，各々地租額の２分の１を納めることになってい
る。この特別納期は，大正末年に至るまで変更がない。
（四）明治４１．４３年の税制整理（地租以外）
(1)明治41年の税制整理
１税法整理案審議会の租税整理案が明治40年７月にまとまり，第24回帝
国議会に政府は，租税整理案として24法律案を提出した。この24法律案は税
法整理案審査会の審査報告と同一であった。しかし，政府は租税増収案とし
て，６法案を別に提出している。６法案のうち，酒造税法中改正法律案・酒
精及酒精含有飲料税法中改正法律案・麦酒税法中改正法律案・砂糖消費税法
中改正法律案は，税法整理案審査会の案よりも増加し，あわせて増税を図ろ
うとしたものといわれる。また，石油消費税法案は政府が立案し，関税定率
法輸入税表中改正法律案は他の増収案に伴うバランスをとるためのものとい
(63）（64）
うが，反対論は非常に強かった。これらは全て同じ税詣Ｉ委員会に付記された
が，まず，増税６法案を特別委員会は２月１曰及２月３曰の委員会で可決し
た。増税案に対しては，①剰余金で歳入不足を補うことができるし，不振の
経済界に混乱を生ぜしめ国民はこれ以上の負担には耐えられなくなる，、増
収額は軍備拡張費をくりのべれば足るとして反対意見も強かったが，戦後経
（65）
営上財政の基礎を強固にするため増税ｶｺﾞ必要との意見が上回ったのである。
（66）（67）
衆議院本会議も２月５曰に投票を経て可決し，貴族院も２月22曰に可決した。
この増税６法案のうち，石油消費税をのぞくと，税法整理案審査会の成案を
上回っており，欧州各国が間接税にウエイトをかけていく傾向に従うととも
に，間接税が負担の苦痛が軽微で屈伸力に富み年々増加すべき国費を支弁す
（68）
るのに便なると認めたものと，「明治大正財政史」はのべている。両院とも，
間接税の増税に抵抗がないといってさしつかえないのである。どこにも，間
接税の逆進性という視点はみあたらない。なお，この改正税法の説明会が各
（69）
署で行われているが，釦|路においてそれに従事した税務職員が殉職している。
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１４５
２この職員は，塩の販路調査を行っている。当時，議会では議員提出の
（70）
塩専売法廃止法案（衆議院で否決）が論議されていた。議会では，」上海道で
製塩する方がドイツより輸入するよりも早いから，塩専売を廃止すべきであ
る（北海道では製塩が許可されていない｡）との発言がなされている。また，
政府からは，たばこに準じて塩の販路を規制し売捌人制度を実施する塩専売
（71）（72）
法改正案が提出されており，明治41年４月末に法律59号として成立している。
この職員は，そうした中で職務を遂行していたのである。なお，彼が兼務し
ていた塩務局は，塩専売が煙草・粗製樟脳及樟脳油専売と共に専売事業を強
化すべ〈，新設の専売局に吸収されている。この専売局も，何人かの税務職
員が兼任している。
３税制整理案に属するもののうち，沖縄県及東京府小笠原島伊豆七島に
於ける酒造税に関する法律案・沖縄県酒類出港税則中改正法律案・酒母膠及
麹取締法中改正法律案・錬乳原料砂糖戻税法案は，直接間接に増税案と関連
（73）
しているゆえに，あまり異論がなく成立する。「地方税制限二関ｽﾉﾚ法律案」
は，前議会において衆議院は通過したが貴族院で未了となったもので戦時税
には付加税をかけぬ等の制限をやめ地方の財源を確保しつつ，税額がそれほ
ど増えないようにしようというものであった。たとえば，制限率を北海道府
県にあっては百分の2５（現行50)，営業税は百分の1０（現行30)，所得税は百
分の５（現行30）というふうに，本税額はふえても付加税率が下がるように
（74）
したものである。この法律は多少の修正を経て成立した。
残る法案については，前述したごとく，宅地地価修正法案及改正法律案に
議論が集中し，特別委員会は否決した。このため，政府は２法案を撤回した
ので，のこる'7法案が本会議で否決された。増税案が可決されながら，税制
整理案が否決されるという奇妙な結果を招いたことになるが，「明治大正財
政史」は，世論が戦時激増した租税負担を軽減せんとするのに拘わらず，政
府案は現在の歳入総額を維持するのを根本方針とするもので，衆議院当初の
（75）
希望に高lわない姑息の案と評価されたためであるとする。
なお，これらの改正に伴う処置とし，徴税方法改善のための経費約106万
146
（76）
余円，増税のために要する経費23万余円ｶｺﾞ計上され，可決されている。
(2)明治43年の税制整理
１第24回帝国議会において，１９法案が成立しなかったが，議会の意思と
一致しなかったことをふまえ，政府は，国民負担の公平を主眼とすると同時
にできる限りの減税整理を行い，少しでも国民の苦痛を除去しようと試みた
（77）
と，「明治大正財政史」はのべている。当時約１千万円の財源ｶｺﾞあったとい
われる。しかし，第24回帝国議会に出てその後もくりかえし提出される塩専
売廃止法案をみとめればその約1Cl１万円を失うし，同様に不評だった織物消
費税を廃止すれば，さらに約２千万円を失うことになるという。
そこで，２３の租税整理法律案が，第26回帝国議会（明治43年12月22曰召
集）の初めに提出された。その中で，塩専売については塩田の整理により塩
価の低減を図るとともに塩専売制度を改善しようとし，織物消費税について
は，毛織物とそれ以外の織物との間のバランスを調整しようとしている。同
じく不評であった通行税については市内通行税を全免したにとどまっている。
いずれも，明治41年税制整理の当初案よりも減税幅は圧倒的に多い。しか
し，その減税は，所得税が中心であって（43年度，４４年度とも約447万円の
減)，砂糖消費税の203万円，営業税155万円，通行税103万円の減額がそれに
次ぐ。「明治大正財政史」は「地租に関しては毫も触るろ所なかりき｡」とし
ているが，歳入増減見込比較表によれば36万円増加している（地価修正や地
目変換等が考えられるが，別途調べたい｡)。
提出法案のうち，所得税については減税しようというものである。第１種
甲の税率を第一次案（1000分の75）より引下げて1000分の62.5（＝現行通
り)，第１種乙の税率は現行及第一次案より引下げて最低1000分の45最高
1000分の300,公債及社債の利子に対する税率は第１次案（1000分の50）よ
り引下げて1000分の2０（＝現行通り）とする。第３種所得については勤労所
得とその他の所得にわけ，前者についてはその８割，後者に対してはその全
額に課税し（第１次案は，資産・勤労・資産勤労共働所得にわけ，その全額
・７割・８割５分に課税する案となっており，より複雑であった｡）免税点
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１４７
を第１次案の400円より引下げ300円とする。さらに，第３種所得の階級を増
加すると同時に，現行（最低1000分の20，最高1000分の203.5）及び第１次
案（最低1000分の17，最高1000分の300）を改め，最低1000分の17，最高
1000分の300としようというもので，現行より累進度を少し高くしようとい
うものであった。しかし，後述するように，地租を軽減することになり，そ
（78）
の財源とするため所得税法改正案ｶｺﾞ撤回されてしまう。
これらの租税整理案は，４つの特別委員会に分割付託されたが，通行税に
ついては，地租の減少の財源とするため，市内又は準市内通行免税の件は撤
（79）
回されてしまう。
その他の法案について，織物消費税については例外としての印紙納付を認
めるほかは第１次案と同様であり，相続税・狩猟免許税・売薬営業税・鉱区
税・砂金採取地税・取引所税・登録税・印紙税・民事訴訟用印紙・商事非訟
事件印紙については第１次案と同じで，行政訴訟用印紙の貼付を廃止してい
（80）
る（なお，衆議院で一部修正力iある)。酒税については担保の提供より３カ
月以内の造石税の徴収猶予を認め，その期間内に工業用に供したときはその
造石税を免税しようとするものであるが，これは官民の手数を省略しようと
（81）
いうものである。
砂糖消費税は減税ではあるものの，課税物件を砂糖・糖密・糖水に区別し，
（82）
砂糖の種別を４種から６種に増加するという重要な改正がｶﾛえられている。
糖業界をめぐる複雑な関係からの改正であり，他の税制整理とは少し事情を
異にする。
提案された中で，無視しがたいのは，地方税ノ課税制限二関スル法律であ
(83）
る。付加税の制限について，」上海道・府県にあっては宅地租1000分の133,
その他の土地は1000分の273,営業税付加税は100分の11,所得税付加税100
分の５とする。市町村にあっては宅地租1000分の89,その他の土地の地租
1000分の182,営業税付加税は100分の１５，所得税付加金100分の17とする。
第３種の所得に対しては付加税を課さない。沖縄県・北海道の区及１級町村
・２級町村に対する地租付加税の制限税率を一般市町村と同一にすることに
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なり，北海道の特例がまた－つなくなったことになる。
その後，衆議院では，地方税の税制限率について，改正を加えている。す
なわち，北海道府県にあっては，宅地租100分の13,田畑地租100分の32,そ
の他の土地の地租100分の27,所得税100分の４に，市町村にあっては，宅地
租100分の13,田畑地租100分の21,その他の土地の地租100分の18,所得税
１００分の15と修正された。これをみる限り営業税付加税はかわりがないが，
（84）
他はほとんど微減している。
２日清・日露の両戦争により農民の負担が非常に重くなってきたとして，
農民の負担を軽減し，民力の休養を図るべきであるとの意見が新聞紙上にみ
られ，また演説会が盛んに開かれたことも事実である。あたかも，明治41年
・４２年は米が豊作で米価が下落し，農民の収益が激減していたことも加わり，
地租軽減論が急に高調していた。
ちょうど，税制整理の財源となる1000万円の一部を官吏の俸給を３割引上
げる案が提出された。これに対し，衆議院の抵抗は強く，け)俸給引上反対，
(d地租１分減と増俸１割５分限度，（ﾊ)地租１分減と下士卒もしくは下級官吏
のみの増俸という案が出されるに至る。この結果，政府は衆議院第一党たる
政友会と協議し，その結果，田畑地租を８厘減じ，官吏の増俸も２割５分と
（85）
する旨の修正となった。そこで田畑の租率100分の5.5が100分の4.7となり，
約980万円の減収が見込まれたのである。
３これらをうけた貴族院は，宅地地価修正法案に多少の修正を加えると
ともに，災害地地租特別処分法案を否決した（くわしくは，後述する｡)。
こうして21法案が成立し，明治43年３月25日に16法案が公布，２６日から４
月６曰にかけて５法案が公布されて，２回にわたる大税制改革が終了したの
である。この結果，第２次税制整理においては，政府の当初提案に比べて増
（76）
収となった。
４地租のことについて述べていくときに，明治末の時期で言及すべきこ
とは，地租徴収交付金の制度が明治44年３月法律第37号をもって公布された
ことである。この制度は，明治44年度分から適用され，明治44年度追加予算
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１４９
（87）
に折り込まれている。
この制度は，地租が，明治22年国税徴収法及30年改正国税徴収法において，
旧幕時代と同じく，村々がとりまとめ徴収の上納付することになったのに対
し，第３種所得税や営業税なども同様に村々が徴収納付義務を負わせられて
いた（手数料をもらっている）のにもかかわらず，地租が徴収金額の４％を
交付金としてもらわなかったことに端を発する。同じ徴収納付義務があるの
にかかわらず最大の費用と手数を要する地租が交付金を受けないのは不公平
であり，国税の名に値しなかった。そこで，第27回帝国議会に徴収金額の４
％を交付するという国税徴収法改正案が提出されたが，現状をみて穏やかに
改正施行することになり徴収金額の0.7％を交付することに修正され，貴族
（88）
院も賛成して成立したものである。新聞紙上でも報じられたｶｺﾞ，地方にとっ
ては値切られたが，ゼロよりはましというのにすぎなかったのである。なお，
（89）
この議会の法律第１号は，ノ(丈島の物納を廃止する法律である。
地租徴収交付金が第27回帝国議会において成立したのに対し，第26回帝国
議会に提出された災害地地租延納法案は成立しなかった。これは，災害によ
り収穫が皆無になった場合，水害によるものは地租を全免するのに対し，そ
の他の災害は地租の延納を許可するにとどまっていた。そこから，第16回帝
（89）
国議会以来，両者をどう統一するかｶﾒ問題となっていた。地租条例の精神か
らいえば，収益価値を把握した以上全免しえないはずで，救済するといえば
延納しかないというのが政府の立場で，延納主義にたって統一しようとした
のが第26回帝国議会に提出された災害地租特別処分法案であったが，衆議院
（91）
は，全免を主張しつづけ，その法案を否決した。この決着は｣上海道．東北の
大凶作と大正３年の法制定をまつことになる。
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7.8倍
8.9倍
4.6倍
7.8倍
倍
倍
倍
８
７
８
●
●
●
５
３
４
１
１
１
倍
倍
倍
７
７
６
●
●
●
３
４
４
１
１
１
田
畑 3.2倍
4.9倍
19倍
1.5倍
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表１税法審査委員会審査報告等における租税整理に依る歳入増減
出典「税法審査委員会審査報告」及「税法整理案審査会審査要領」の各々の「租税整理二依ル歳
入増減比較表」
税法審査委員会審査報告 税法整理案審査会審査報告
地租201,602
所得税△922,620
営業税△230,000
酒造税520,875
麦酒税
沖縄県酒造免許税△５，328
沖縄県酒類出港税△204,966
織物消費税△１７189
通行税△５
狩猟免許税９，612
, 578
314
印紙税△4,248
行政訴訟用印紙△2,058
売薬税
合計△1,832,023
外輸出酒類戻税△185
輸入原料砂糖戻税△１
錬乳原料砂糖戻税８， 285
， 022
， 925
347
歳入減△632,030
１
７
１
９
６
８
９
８
８
２
８
８
６
８
｜
胡
朋
妬
１
１
６
８
３
２
１
７
３
１
４
５
８
９
３
９
９
７
２
３
１
５
５
６
２
０
０
５
９
２
９
？
Ｐ
９
９
９
９
９
ｐ
９
９
９
９
９
９
７
３
７
７
７
５
４
９
９
９
４
２
５
８
８
８
７
胆
洲
鈍
犯
釧
△
Ⅱ
旧
３
△
△
田
兇
０
３
４
１
Ｌ
△
△
Ｌ
△
２
△
２
△
△
△
△
156
表２租税収入の状況
（１）年次別推移
所得税租税計
(2)地租課税状況（都道府県別）
｣片、４０足
地価納税人員 段別 税額 納税人員 段別
[備考］「国税庁統計年報書一第100回記念」「明治大正財政史」
年度
租税及印紙収入
歳入中
明治3６
3７
160
211
，
千円
333
589
構成比％
6１．６
６４．６
146,163
194,363
３
０
７
４
８
９
Ｐ
９
６
０
４
６
７
０
４
７
２
３
９
７
８
４
１
８
９
０
１
２
３
３
４
４
４
３
９
９
９
４
２
３
８
５
７
１
４
？
？
？
９
１
７
１
５
８
１
４
４
２
３
３
３
３５１
９
４５３
６
９
８
５
３
●
●
●
●
●
２
９
９
３
２
５
５
３
４
５
251
283
315
322
323
，
，
，
，
275
469
983
636
407
３
７
４
８
４
７
３
７
１
９
４
６
９
４
６
６
９
９
９
７
０
４
４
５
５
８
８
８
８
８
８
９
２
４
０
７
４
９
４
０
２
３
２
１
８
９
９
９
９
９
３
６
７
２
２
２
２
２
３
３
4３
４４
４５
(大正元）
344
358
389
，
，
，
505
145
904
２
５
７
●
●
●
１
４
６
５
５
５
317
329
360
，
，
286
071
970
7６
７４
７５
，
，
292
936
365
２
６
３
２
５
３
７
７
９
９
９
９
１
４
８
３
３
３
明治36年
全国
北海道
人
８，１２５，３７９
3２，２１１
1３
千町
830
4８
１，４０３ ，
千円
083
４，９８９
8５ ，
千円
014
5０
人
８，５３９，８３２
3５，６５６
1４
千円
203
6３
地価問題と北海道の税務行政組織(5)（西野）１５７
租税収入
盲蘂蘓－Ｆ
調定済額に対する
収入済額の割合醤油税 織物消費税 砂糖消費税
98.86％
99.44％
7,049
12,602
18,785
19,770
20,384
2３，５７４
２５，１１２
２５，７５７
２４，５９９
２６，０２２
5２，８２２
５８，２８６
３，５４５
５，１０９
６，９４３
８，３６２４，４２４
99.57％
99.81％
５９，０９９
７１，１００
７８，４０６
８３，５９１
９１,４８０
５，２７３
５，６０１
５，４７５
４，８５９
４，７３２
５，３２０
５，０３８
１９，１１５
１９，３１７
１８，７７８
1１，３４８
１６，１５７
１６，１７８
１９，６８４
１３，２７０
8６，７０１
８６，０３３
９３，８６２
４，６８１
４，８２８
４，９０３
1８，２３４
１８，９１６
２０，１７７
1７，９０６
１７，２５６
１３，５１７
明治45年く大正５年〉
納税人員 段別 税額地価
千円
1,406,611
千円
8５，４５２
人
９，４４２，７１５
<10,045,154〉
３７，７６５
〈45,792〉
千町
１４，７５１
<15,086〉
１１０
〈401〉
千円
１，９０７，９０３
<1,923,618〉
１５，２８１
〈17,712〉
千円
７５，６３２
<73,685〉
４１８
〈493〉
5085,730
〈〉は大正５年の計数を示す。
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表３明治期の税務機構の変遷
北海道 全国 北海道全国
出典：税務大学校研究部「税務署の創設と税務行政の変遷」
（大蔵財務協会）
表４地租税率 (単位：％）
ヨ露戦争鴫輩衞淵。
市街宅地
郡村宅地 ２．５
田畑
その他５５
市街宅地
郡村宅地 ２．５
田畑
その他4.0
郡村宅地
田畑４．７
その他５．５
出典：「明治大正財政史」第６巻656頁
「国税北海道70年のあゆみ」165頁
税務管理局 税務署
１
４
９
４
０
１
４
１
１
１
１
１
●
●
●
●
Ｃ
●
●
●
銅
諏
哩
９
０
１
３
４
２
３
３
３
３
明 ０
３
５
５
５
２
２
２
２
２
’
３
３
３
３
税務監督局
８
８
３
１
１
１
１
１
１
504
520
520
521
522
513
493
400
８
５
５
｜
焔
肥
旧
旧
１
１
１
日 時
定
率
非常特別税
計 税法審査
委員会
税法整理案審査会 明治43年
法律２号
内地
その他の
土地
２．５
２．５
２．５
1８
５．５
３
2０．５
８
５．５
２．５
5.5
２５(謬離の）
５．５
'２．５
４．７
他５．
北海道
その他の
土地
1.0
1．０
１．０
1７．５
５．５
３
1８．５
６．５
４．０
2.5
４．０
２５(贄雰難の）
４．０
’２．５
３．４
沖縄県
宅地
その他の
土地
２．５
２．５
２．５
1８
５．５
３
2０．５
８
５．５
２．５
２．５
５．５
25(蟄雰難の）
５．５
